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第1章　本研究の対象と目的

1‒1　本研究の対象
　2018年 6 月に、経済産業省「未来の教室」と EdTech 研究会により第 1 次提言「50センチ革命×越境
×試行錯誤」「STEAM（S）×個別最適化」「学びの生産性」が出され、同時にSociety 5.0 に向けた人
材育成に係る大臣懇談会「新たな時代を豊かに生きる力の育成に関する省内タスクフォース」によって

「Society 5.0 に向けた人材育成～社会が変わる、学びが変わる～」が出された。プログラミング教育に関
しては、前者では＜STEAM（S）×個別最適化＞の考えが、後者では ＜公正に個別最適化された学び＞
が示された。そして、2021年 1 月の中央教育審議会「『令和の日本型学校教育の構築』を目指して～全て
の子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～（答申）」では、Society 5.0 
社会、予測困難な時代という急激に変化する社会背景をもとに、新学習指導要領で求められている資質・
能力を形成する一つの学校教育の基盤整備としてICT活用が強調されている。これらの提言と答申を受け
て、現行の小学校学習指導要領では、＜主体的・対話的で深い学び＞の実現に向けた学習指導の一つとし
て情報活用能力の育成が掲げられている。その学習活動として、学習指導要領総則第 3 章第 3 節「教育課
程の実施と学習評価」の「1 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善」において、「（3）イ　児
童がプログラミングを体験しながら，コンピュータに意図した処理を行わせるために必要な論理的思考力
を身に付けるための学習活動」（文部科学省2017）が示されている。本研究は、このプログラミングを研
究対象とする。

1‒2　本研究の目的
　情報活用能力を育成するためのツールの一つがプログラミングである。このプログラミングの利用は、
＜主体的・対話的で深い学び＞の実現に向けた授業改善の学習指導であると捉えるならば、授業において
問題解決的な学習の文脈で捉え直すことが必要である。文部科学省が使用している「問題解決的な学習」
の戦後の教育実践史の背景には、問題解決学習、発見学習、探求学習、個性教育、班学習、提案型学習、
仮説実験授業、主体学習など多様な教育実践がある。本論文中では、プログラミングを活用した教育を＜
プログラミング教育＞と呼びたい。また、戦後初期の問題解決学習とそれを理論的実践的に現在まで展開
してきた「社会科の初志をつらぬく会」の提唱する問題解決学習を＜問題解決学習＞として理解したい。
本研究の目的は、プログラミング教育が問題解決学習の過程にどのような可能性をもつのかを明らかにす
ることである。

1‒3　研究方法と手順
　本研究は、問題解決学習の視点からプログラミング教育の実践事例を分析・解釈する。研究対象に対す
るアプローチと分析方法は、資料収集の範囲に関係する。例えば、教育哲学ないし教育思想的アプローチ
をとる場合には、問題解決学習に関係する教育思想の視点から資料を収集し、分析することになる。問題
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解決学習の実践を対象とする場合には、日本の教育実践史の文脈を意識した教育史的アプローチをとる
ことになる。本研究は、ブレンド型のアプローチ、すなわちいくつかのアプローチが混在する混合的アプ
ローチをとる。具体的には、初志の会の問題解決学習の展開過程を時期区分し、その特徴を明らかにする
思想的・教育実践史的アプローチと、問題解決学習の理論をもとに現代の教育実践を分析し、問題の成立
の諸条件を解明する理論的アプローチ、そして事例分析のアプローチをとる。 
　プログラミング教育の実践事例を選定し、分析する手順は以下のようである。
1）文部科学省が公表しているプログラミング教育の実施事例を概観し、全体的な傾向を把握する。 
2） プログラミング教育の実践事例において、プログラミングを活用して実社会の問題の解決に取り組ん

でいる事例を選定する。
3）問題解決学習の視点から、問題の発生と解決におけるプログラミングのはたらきを分析・考察する。
　執筆の分担は、第 1 章及び第 5 章を埜嵜と的場が協議し、共同で立案し、埜嵜が執筆した。第 2 章及び
第 4 章は埜嵜が、第 3 章は的場が執筆した。

第2章　今日の学校教育におけるプログラミング教育

2‒1　「令和の日本型学校教育」とプログラミング教育
　第 1 章でも触れたように、中央教育審議会は、2020年代を通じて実現を目指す学校教育を「令和の日本
型学校教育」と名づけ、2021年 1 月に打ち出している。「日本型学校教育」は、教師が子どもの状況を総
合的に把握して知・徳・体を一体に育む、明治時代から今日まで続く学校教育のあり方を指している。「令
和の日本型学校教育」では、この「日本型学校教育」のよさを継承しつつ、GIGAスクール構想や教員の
働き方改革などの現代的課題に対応した教育改革を推し進めていくことが図られている。
　「令和の日本型学校教育」が目指す子どもの学びの姿として、「個別最適な学び」と「協働的な学び」が
示されている。そして、これらの実現に不可欠なものとして、ICT環境の整備・活用が掲げられている。

「個別最適な学び」は、日本の学校教育が重視してきた「個に応じた指導」を、学習者の視点から整理し
た概念であると説明されている。また、「協働的な学び」は、子ども同士や地域の人々など、多様な他者
との協働を含んだ学びであるとされている。これらはいずれも、従来の日本の教育実践が実現を目指して
きた学びと同じ方向性をもつものであり、「日本型学校教育」のよさを踏襲する動きであると理解できる。
さらに、ICTや先端技術を活用することで、「自分のペースを大事にしながら共同で作成・編集等を行う
活動」や、「多様な意見を共有しつつ合意形成を図る活動」が充実すると期待されている。加えて、「遠隔
地の専門家」や「他の学校・地域や海外」との交流といった、新たな学習活動にも開かれる可能性がある

（中央教育審議会2021）。
　ところで、新型コロナウイルスの感染拡大により、学校のICT環境の整備が急速に進んだ一方で、人と
人とのリアルな関わりの重要性が改めて認識されてきた。このような状況や経験をふまえ、「感覚や行為」
を通した理解や、「地域社会での体験活動」、「専門家との交流」などの「様々な場面でリアルな体験を通
して学ぶこと」の重要性が指摘されている（中央教育審議会2021）。プログラミング教育を、実社会で活
用されているプログラム、言い換えれば、直接的には見えにくい実社会の一部をICTの活用によって体験
的に学ぶ取り組みととらえるならば、プログラミング教育は「リアルな体験」を可能にする「令和の日本
型学校教育」のひとつの学習指導モデルであるといえる。

2‒2　学習指導要領におけるプログラミング教育
　プログラミング教育は、小・中学校は2017年版、高等学校は2018年版の学習指導要領において導入さ
れた。小学校でのプログラミング教育は、IT人材の育成を直接的に目指すものではない。ましてや、特定
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のコーディングを覚えることを強いるものでもない。堀田（2017）が論じているように、「コンピュータ
に情報処理をさせる際の基礎的な考え方」や、「情報技術に支えられた社会のあり方」を考えさせること
に主眼を置いている。
　小学校におけるプログラミング教育のあり方は、「小学校段階における論理的思考力や創造性、問題解
決能力等の育成とプログラミング教育に関する有識者会議」（以下、有識者会議）が2016年 6 月に報告し
た「小学校段階におけるプログラミング教育の在り方について（議論の取りまとめ）」を土台として、中
央教育審議会において検討され、現行の学習指導要領に反映されている。一貫して強調されているのは、

「プログラミング的思考」の育成である。プログラミング的思考とは、「自分が意図する一連の活動を実現
するために、どのような動きの組合せが必要であり、一つ一つの動きに対応した記号を、どのように組
み合わせたらいいのか、記号の組合せをどのように改善していけば、より意図した活動に近づくのか、と
いったことを論理的に考えていく力」である（有識者会議2016）。そのような思考力は、日常のあらゆる
ものがコンピュータとつながる今日において、職種に関わらず共通に求められる力として重要性を増して
いるといえる。小学校学習指導要領総則では、「学習の基盤となる資質・能力」として、「言語能力」「問
題発見・解決能力」に並んで「情報活用能力」が挙げられ、プログラミング的思考はこの情報活用能力の
思考力の中核に位置づけられている（文部科学省2017）。
　それでは、教育課程の中でどのようにプログラミング教育を行っていくのだろうか。先にも挙げた小学
校学習指導要領総則では、「児童がプログラミングを体験しながら、コンピュータに意図した処理を行わ
せるために必要な論理的思考力を身に付けるための学習活動」を、各教科等における学習上の必要性や学
習内容と関連づけながら、計画的に実施することと記されている。具体的には、算数、理科、総合的な学
習の時間での「指導計画の作成と内容の取り扱い」において、プログラミング体験の活用が例示されてい
る。算数では、第 5 学年の「正多角形の作図を行う学習」において、「正確な繰り返し作業」や「一部を
変えること」で別の正多角形への応用を考える場面などで取り扱うことが示されている。理科では、第 6
学年の「電気の性質や働きを利用した道具があることを捉える学習」において、「与えた条件」と「動作」
の変化について考える場面で取り扱うことが例示されている。総合的な学習の時間では、「探究的な学習
の過程に適切に位置づけ」ることに留意し、「生活を便利にしている様々なアプリケーション」や、「製品
や社会のシステム」を働かせているプログラムを体験的に理解させることが示されている。また、これら
の例示に加えて、小学校でのプログラミング教育の実施に役立てることを目的として、文部科学省は2018
年 2 月に「小学校プログラミング教育の手引き」を発表している。本手引きは、プログラミング教育の考
え方の詳しい解説や、教育課程内での指導例、企業との連携の例などを掲載しており、2018年11月に第 2
版が、2020年 2 月に第 3 版が発表されている（文部科学省2020）。さらに、2018年に文部科学省、総務省
及び経済産業省の連携により設立された「未来の学びコンソーシアム」は、「小学校を中心としたプログ
ラミング教育ポータル」において多数のプログラミング教育の実践事例を報告している。これについては、
第 4 章で詳述する。
　また、プログラミング教育の実践については、プログラミング言語を活用したアルゴリズム教育（内田，
玉木，大西 2022）、プログラミング学習についての研究（魚住，尾関 2022：江木ほか 2022：岡崎，大角 
2022）、スクラッチを利用した創作活動（荻野ほか 2022）、STEAM教育におけるプログラミング学習（須
曽野ほか 2022）、教科学習及び総合学習におけるプログラミング教育（棚橋ほか 2022：田村 2022：藤原 
2022）、そして問題解決学習と関連づけたプログラミング学習（齋藤，園木 2022：武藤ほか 2022）など多
くの研究がある。多様な教育実践において、プログラミング学習の可能性に関する開発研究が急速に展開
されている。
　以上のように、小学校のプログラミング教育の政策においては、プログラミング的思考の育成という基
本的な方針が明確に打ち出され、これからの時代に求められる汎用的な思考力を育てることが強調されて
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いる。このことは、コーディングの習得を偏重することへの警戒であると理解でき、学びのスキル化・個
別化への傾斜を食い止めることに機能すると期待できる。また、学習指導要領やその他の関連文書におい
て、教科等でのプログラミング体験の活用例が多数示されている。基本的な指導モデルを積極的に示すこ
とは、各学校・教師が地域や学校や子どもの実態に応じながらプログラミングを取り入れていくことを助
けると期待できる。さらに、プログラミング教育の開発研究が積極的に展開され、先進的な取り組みが蓄
積されている。このような積み重ねが、授業実践を創造する教師の自律的な専門性を支えていくと考えら
れる。
　ただし、プログラミング教育が＜主体的・対話的で深い学び＞の実現を目指すのであれば、プログラミ
ングによって解決しようとする問題が、教科等の内容や目標だけでなく、子ども自身の関心や必要性と結
びついていることが重要である。言い換えれば、学習の主体である子どもの思考過程に、プログラミング
が意味を持ってはたらいていることが重要である。子どもによる問題の発見・解決の過程におけるプログ
ラミング学習の可能性の追求が不可欠であると考えられる。
　次章では、問題解決学習の理論と実践を蓄積してきた＜社会科の初志をつらぬく会＞を取り上げ、問題
解決学習のいう「問題」と子どもの思考の関係を整理する。

第3章　社会科の初志をつらぬく会の問題解決学習

3‒1　社会科の初志をつらぬく会の時期区分とその特徴
　「文部省や教育委員会、企業、組合、その他のあらゆる団体から独立して、教育の実践と研究を進めて
いる団体」（臼井 2001，434）である＜社会科の初志をつらぬく会＞（以下、初志の会）は、1958年 8 月 9
日から11日までの 3 日間、静岡県伊豆市熱川片瀬温泉で第 1 回の全国研究集会を開催し、2022年まで65
回の全国研究集会を開催している。
　時期区分については、第59回までに関して、すでに発表したことがある（的場 2015）。それに加えて第
65回までを時期区分し、そのテーマとその概要を述べると次のようである。
　第 1 期（第 1 ～ 4 回：1958-1961）授業の原理的追求：社会科教育の基本的なあり方について検討され、
注入主義や系統主義が批判され、目標・方法・内容の統一の原理に立つ問題解決学習の積極的評価が行わ
れた。
　第 2 期（第 5 ～ 8 回：1962-1965）社会科の授業過程の各分節の検討：教材研究・指導計画・授業展開・
評価といった授業過程の各分節がどのように具体化されるかが検討された。
　第 3 期（第 9 ～ 15回：1966-1972）問題解決学習における子どもの経験と思考の発展過程の究明：問題
解決学習の授業において、どのように子どもの問題が成立し、発展し、また教材が具体的に構成され、追
求されることによって、どのように子どもの経験と思考が発展し、そこにどのような教育的系統が成立す
るかが究明された。
　第 4 期（第16 ～ 25回：1973-1982）人間回復の過程̶価値の多元化の原理の具体的考察：授業が＜人間
回復の過程̶価値の多元化＞という原理からとらえられ、その原理の具体化されるあり方が、子どもの基
礎的な力・可能性・人間らしさ・思考の成熟といった観点から検討された。
　第 5 期（第26 ～ 30回：1983-1987）個の奥深い把握と評価：子どもを奥深くとらえるという課題にもと
づいて、評価の問題を再びとりあげ、第30回大会において本会を「個を育てる教師のつどい」と再規定し、
改めて子どもの成長過程の究明を今後の課題として確認した。
　第 6 期（第31 ～ 37回：1988-1994）個の確立を促す問題解決学習の授業の探求：個の確立を促す問題解
決学習の授業のあり方が具体的な教材・子どもの視野・子ども相互の関わり、関心・意欲の視点から追求
された。例：第33回「個の確立をうながす授業の創造―子どもの視野をゆたかにする教材―」。
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　第 7 期（第38 ～ 41回：1995-1998）混迷する社会と情報化社会における問題解決学習の探求：情報化社
会を迎え、混迷する社会における知やコミュニケーションのあり方が追求された。例：第39回「情報社会
における問題解決学習の展開―経験・知・コミュニケーションのあり方をさぐる―」。
　第 8 期（第42 ～ 45回：1999-2002）問題解決学習において育つ学力の探求：問題解決学習を通して育つ
学力・個の総合的な力のあり方が探求された。例：第44回「問題解決の過程で育つ学力」。
　第 9 期（第46 ～ 50回：2003-2007）問題解決に挑む個の探求：現代社会における初志の会の役割が問い
直され、問題解決に挑む個の育成という課題、初志の会の継承と発展が再確認された。例：第50回「問題
解決学習で育つ子ども、教師の力―初志の会50年の継承と発展―」。
　第10期（第51 ～ 59回：2008-2016）子どもをとらえるという原点への再帰：問題解決学習で育つ個と
個のより深い理解のあり方が、授業創造、授業構想、教師の自己理解の視点から探求された。例：第56回

「子どもをより深くとらえる―子どもに根差した授業の構想と展開―」、第59回「子どもから学び、子ども
と生きる―共に生きるとは―」。
　第11期（第60 ～ 62回：2017-2019）子どもの多様化と問題解決学習の追求：民主主義社会の課題に立
ち向かい、共存する生活者としての視点から問題解決学習が追求された。例：第61回「学級の子どもの多
様化と問題解決学習 ―民主主義社会の新たな課題に立ち向かう資質・能力を育てる―」。
　第12期（第63 ～第65回：2020-2022）問題解決学習で育つ資質・能力：持続可能な社会の創り手として
の個のあり方と必要とされる学習活動が探求された。例：第63回「問題解決学習で育む「資質・能力」―
誠実な対話、確かな意志・情動、互恵的なつながり―」。
　第12期までの研究動向を見ると、第１の特徴として、第 1 期と第 2 期は、系統主義を批判し、問題解決
学習の学習指導過程の各段階（分節と呼んでいた）の具体的な実践形態が追求されている。そして、問題
解決学習で育つ人間としての個の確立が追求されてきた。その具体的な表明は、第 5 期の第30回（1987）
大会において本会を「個を育てる教師のつどい」としたところに表れている。1977年告示の学習指導要
領において、ゆとりと個性の重視された時期であり、基準の大綱化により自由裁量の時間が設定されるな
ど、法的拘束力が弱まった時期である。一方、低学年社会科の廃止論が登場している時期でもある（波多
野 2011）。
　また、学校の授業実践に影響を与えている学習指導要領との対応関係から初志の会の研究動向を見たい。
新学力観が登場し、児童生徒の関心・意欲・態度を重視し、思考力・判断力・表現力に裏付けられた「自
己教育力」が提唱された1989（平成元年）、及び、生きる力がキーワードとして提唱され、 総合的な学習
の時間が導入された1998（平成10年）学習指導要領が効力を持った時期には、個の確立を追求する研究が
継続され、情報社会における問題解決学習が追求されている。このことが第 2 の特徴である。さらに、資
質・能力が全面に出された2017年告示の学習指導要領の時期には、誠実な対話、確かな意志・情動、互恵
的なつながりの視点から問題解決学習で育まれる資質・能力が追求されている。このことが第 3 の特徴で
ある。

3‒2　問題解決学習における問題の特徴
　初志の会の機関誌『考える子ども』が発行される前に、社会科の初志をつらぬく会『わたくしたちの主
張』というパンフレットが1958（昭和33）年 7 月 1 日付けで、長坂端午、重松鷹泰、上田薫、大野連太郎
の名前で発行されている。そのパンフレットには、長坂が「社会研究問題」、重松が「私たちの求める理
論」、上田が「道徳教育と教師の決断」、大野が「歴史教育の課題」という題目で論を主張している。この
パンフレットの「ごあいさつ」という最初の文章に、初志の会の目的、研究組織に関する基本的な考えが
述べられている。
　最初のパラグラフには、社会科の問題解決学習の精神が弱まっていく現状が次のように述べられている
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（社会科の初志をつらぬく会 1958，1）。
　「社会科が誕生してから十年あまり、その間社会科はいくたびも試練に当面してまいりました。再三
の改訂も、ともすればそのたびごとに本来の精神を弱めていく結果を招き、子どもの切実な問題解決
を中心とする学習指導は日一日と陰を薄めていくようにさえみえます。これからの情勢もまた、出発
以来の社会科の考えかたを堅持しようとする者にとつては、いよいよ楽観をゆるさぬものがあるとい
わなければなりません。そうした教師たちは、自分たちこそ子どもの成長を正しく守るのだと信じつ
つも、しつような抵抗にぶつかり、しだいに孤独におちいつていくのをさけることができないと思わ
れます。」

　そのような現状を打破するために、問題解決学習を中心とする学習指導によって子どもの成長をまもる
教師の指導と研究のよりどころとなる組織をつくる意義を第 2 パラグラフに述べている（同）。

　「私たちは、こういうときにこそ、この苦しみを知る者が、ともに結びあい、励ましあうべきである
と考えました。心ある教師の地道な指導と研究のよりどころとなることができるように、かたい組織
がつくられるべきだと考えました。」

　初志の会の研究組織の性格については、第 3 パラグラフに次のように述べている（同）。そしてここに
「社会科の初志」という文言が登場する。

　「もちろんこのような時代に、このような使命をもつて発足する組織は、あまり大きなものになるこ
とはないでしょう。それはやむえないことだと思います。私たちは逆に、会員の数がすくなくても、
純粋で長つづきするということこそ、たいせつなことであると考えます。量より質の充実がなければ、
社会科の初志をどこまでもつらぬいていくことは至難であるからです。」

　1958年に発足した「社会の初志をつらぬく会」は、次の 7 の項目に該当する資格を有する会員制をとっ
ている。

　１．注入主義をいかなる意味においても受け容れない人。
　２．いわゆる系統的内容の強調に対して疑問をもつ人。
　３．今日さかんに推進されている徳目主義的な道徳教育に賛成できない人。
　４．社会科を自分の研究や実践の真正面にすえている人。
　５． ささいに見えることがらに対しても自分独自の研究をもつことにつとめ、必要があればいつで

も、主体的な意見が発表できる人。
　６． 権威をおそれず、権威によりかからず、また他人に対しても権威のあるかのようにかたること

をしない人。
　７． つねになっとくのいくまで自分の考えをつきつめ、外からの圧迫や誘惑によって節をまげるこ

とのない人。
　その入会手続きは、会員 2 名の推薦により本部で承認を得る方法と直接に 4 人（長坂、重松、上田、大
野）のだれからかの推薦を得て、手紙の場合には自分の考えかたを詳細に説明し、その上で会員になるこ
とになっている。機関誌『考える子ども』では、1999年11月号までは「社会科の初志をつらぬく会綱領」
が、2000年１月号から現在までは「わたくしたちの主張」が掲載されており、初志の会の会員になる人々
の共通理解となっている。
　以上の特徴を持つ問題解決学習の理解のもとで、問題はどのように成立するのだろうか。問題解決学習
は、子どもの直面している問題の解決過程を学習として組織したものであり、問題の解決過程は、現実生
活の中で生じる問題状況において子どもが問題の事態を観察し、それと関連するこれまでの経験や知識を
想起し、主体的に解決する学習過程をいうと特徴づけることができる。 
　上田薫は、①問題の視野、②正対、③未決定性を問題解決学習の問題の性格としている（上田 1978）。
上田の問題の性格に緊急性、真正性を加え、問題の 5 つの性格を次のように特徴づけたい（的場，池野，
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安野 2013，35-37）。
①未解決性： たとえ教師や社会では解決済みの問題であっても、また素朴な疑問であっても、その子ども

にとって解決したい問題であり、未だに解決されていない問題。
②緊 急 性： その子どもの願いや人々の願いが背景にあり、どうしても解決をしたい問題であり、解決を

緊急に要する問題。
③正 対 性：自分の問題として対象に正面から対峙しているこだわりのある問題。
④視 野 性： これまでの自分の追求の深まりや他のこどもとの話し合いを通して、その子のこだわりと抵

抗して成立している、子どもの関心の視野の範囲に入っている問題。
⑤真 正 性：現実の状況が関係し、その子どもの価値が関連している現実性のある問題。 
　問題が子どもに成立するためには、①子どもの願い、興味、疑問に表現されている問題の切実性を前提
にできる場合は簡単であるが、②（教師の把握）醸成される関心や願い、認識の切実性（谷川1985）、子
どもが対象として追求しているテーマや教材の構造に内在している問題を教師が分析し把握することが必
要になる。問題解決学習の出発点である問題は、最初から明確に個人に意識されているわけではない。ま
してや、子どもの過去の経験に問題の出発点を求めるものでもない。教師の提示した資料の読み取り、地
域の会社や農家の調査、学校生活での出来事の解決などを通して、問題は、それぞれの子どもに個性的に
発掘ないし発見される。 現実の授業で展開するためには、教師は問題の性格を意識することが重要であ
る。
　また、柴田（2010）は、「（1）子どもが取り組む問題」「（2）問題解決過程」「（3）学習の成果」の 3 つ
の側面から問題解決学習の成立要因を整理している（表 1）。これは、戦後初期社会科の問題解決学習の
実践である江口武正（1956）の「耕地整理」の分析から抽出されたものである。なお、江口実践は社会科
の初志をつらぬく会とは異なる系譜にある日本生活教育連盟におけるものであるが、柴田（2011）はここ
で抽出された成立要因を、戦後初期社会科の流れを汲む社会科の初志をつらぬく会の実践における問題解
決学習の成立要因として定式化している。

第4章　プログラミング教育の事例分析

4‒1　事例の傾向
　本章では、前章までの問題解決学習の整理をふまえ、プログラミング教育の実践を分析する。分析の対
象とする事例は、「未来の学びコンソーシアム」が運営するサイト「小学校を中心としたプログラミング
教育ポータル」に掲載されている84の実施事例から選定する。「未来の学びコンソーシアム」は、教育課
程内外でのプログラミング教育の促進を目的として、2018年に文部科学省、総務省、経済産業省の連携に
より設立されたコンソーシアムである。質の高い教材開発の促進や、研修講師の派遣等の人的支援体制の
検討、「小学校を中心としたプログラミング教育ポータル」での情報発信を行っている。このポータルサ

（1）子どもが取り組む問題 （2）問題解決過程 （3）学習の成果

1.1 子どもの生活上の必要性
1.2 問題状況の可視性・具体性
1.3 解決を望む切実性
1.4 解決の主体としての自主性
1.5 解決の実現可能性
1.6 本質的・構造的問題との連続性

2.1 問題の共有可能性
2.2 具体的手段の明示性
2.3 行動可能性（到達・操作可能性）
2.4 外部知識との連携
2.5 科学的方法の関与
2.6 情意との関わり

3.1 知的な問題解決能力
3.2 実践的態度
3.3 社会的関係性の変化
3.4 生活改善・社会改革
3.5 他の事象への適用可能性
3.6 問題解決の発展性・未来性

表1　問題解決学習の成立要因（柴田（2010）より引用）
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イトでは、プログラミング体験の教材や、「みらプロ」（プログラミングに焦点を当てた、企業と連携した
総合的な学習の取り組み）を含むプログラミングの学習活動の実施事例等が掲載されている。
　まず、掲載されている事例を整理し、全体的な傾向を整理する。84事例のテーマ、分類、対象学年、使
用ツール、概要、問題解決（、教育課程内の事例については教科）の種類を整理した。その一覧を本稿の
末に付している。「分類」は、ポータルサイトのA ～ Eの分類を指している。「問題解決」は、後述するよ
うに、学習過程でのプログラミング体験の位置づけに関する視点であり、本研究が独自に設定したもので
ある。
　「教育課程内のプログラミング教育」として報告されているものは48事例あり、「A：学習指導要領に例
示されている単位等で実施するもの」、「B：学習指導要領に例示されてはいないが、学習指導要領に示さ
れる各教科等の内容を指導する中で実施するもの」、「C：教育課程内で各教科等とは別に実施するもの」、

「D：クラブ活動など、特定の児童を対象として実施するもの」に分類されている。Aは26事例あり、第 2
章で述べた学習指導要領の例示と同様のプログラミング体験が、教科等の目標や内容に即して組織されて
いる。総合的な学習の時間の事例では、学校や子どもや地域の実態に応じて、自動車の衝突回避プログラ
ム、物流センターのシステム、地域振興アプリケーションといった、社会で実際に活用されている様々な
プログラムが教材化されている。Bは10事例あり、学習指導要領での例示はないが、各教科等（国語、音
楽、図画工作、社会、家庭、算数（特別支援学校））の目標や内容と関連させてプログラミングを取り入
れた事例である。また、Cは11事例あり、プログラミング自体の面白さを体験させることに主眼を置いた
事例と、メンターの育成を含んだ特別支援学校におけるプログラミング体験の事例がある。Dは１事例で
あるが、パソコンクラブで行われたゲームの製作の事例である。
　また、「教育課程外のプログラミング教育」として報告されているものは36事例あり、「E：学校を会場
とするが、教育課程外のもの」「F：学校外でのプログラミングの学習機会」がある。主に民間企業等の団
体が実施主体となって行われた事例であり、メンター育成研修と学校等でのプログラミング講座が紹介さ
れている。講座実施を学校とその他の会場とで複数回行っている事例は、EとFの両方に含まれている。
近隣大学の学生や児童の保護者等、地域人材を活用した事例が報告されており、これらは、持続可能なプ
ログラミング教育の可能性を追求するものといえる。
　さらに、本分析独自の視点として、プログラミングによってどのような問題の解決が行われているか
に着目し、「1：教室内での演習のために、実社会で活用されるプログラムを再現するもの」、「2：実社会
の問題を解決するために、プログラミングを活用して解決策を創造するもの」に分類した（添付の表中の

「問題解決」）。その結果、Aの中の 8 事例が 2 に分類された。これらの 8 事例は、現実社会の切実な問題
を追究する問題解決学習の立場に近い実践であると考えられる。

4‒2　分析の視点と対象
4‒2‒1　分析対象
　先ほどの「問題解決」で「2：実社会の問題を解決するために、プログラミングを活用して解決策を創
造するもの」に分類された 8 事例の中から、学習問題との出会いと問題解決過程が詳述されている事例を
分析対象とする。ここでは、小学校 5 年の事例「人と人をつなぎ、笑顔がいっぱいえだきん商店会」を取
り上げる。本事例は、総合的な学習の時間70時間と、関連する他の教科19時間で構成された、教科横断
的な実践である。教材となる「えだきん商店会」は地域の商店街であり、子どもにとって身近な存在であ
る。
　本実践の出発点は、国語の学習の一環で行われたインタビューである。子どもは、商店会の店主や利用
者と直接に触れ合い、商店会の魅力や、そこに集う人のあたたかさなどを再発見する。しかし同時に、近
隣に建てられた大型商業施設の影響で商店会から客足が遠のいているという問題にも気づき、商店会の
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人々が感じている寂しさを共感的に理解する（1 次）。商店会の利用客の減少という問題を解決したいと
考えた子どもは、Webページやアプリケーションの活用による商店会のPRという方法を構想する（2 次）。
そして、同様の方法を活用して地域振興を行っている熊本県美里町の取り組みに着目し、美里町役場の職
員へのインタビューを行い、作成したいWebページやアプリケーションの構想を具体化させる（3 次）。
加えて、図書館での調べ学習や企業訪問により、Webページやアプリケーションの作成に必要なスキルを
学び、プログラミングを体験する（4 次）。それらをもとに、Webページやアプリケーションの計画を立
て、発信する情報を収集するために再度商店会の人々に取材を行い（5 次）、作成したWebページやアプ
リケーションを商店会の店主や利用客に利用・確認してもらい、改善する（6 次）。さらに、ターゲット
とする利用者を具体化し、効果的な活用方法を検討した上で（7 次）、実際に運用を開始し、活動全体を
振り返っている（8 次）。
4‒2‒2　分析視点
　本研究では、第 3 章で述べた問題解決学習の先行研究のうち、柴田（2011）の「問題解決学習の成立要
因」を参考に、（1）子どもが取り組む問題、（2）問題解決過程、（3）学習の成果の視点から分析を行う。
この枠組みは、戦後の初期社会科の実践の分析から導出されたものである。当然、当時と同様の教育実践
を、今日のプログラミング教育に求めることはできない。しかし、真正性のある現実的な問題を扱う点や、
学びが教科の目標に閉じていない点、子どもが問題解決の実現を主体的に目指す点は、プログラミング教
育においても共通して指向されている。プログラミング教育を＜主体的・対話的で深い学び＞の実現につ
なげる上で、問題解決学習を成立させている要件を参考に実践を分析・考察することは有益であると考え
られる。

4‒3　分析結果
　まず、（1）子どもが取り組む問題の視点から分析する。子どもは、商店会の人々から利用客の減少とい
う現状を直接に聞き取り、商店会のシャッターが閉まっている様子を目の当たりにしている（1.2 問題状
況の可視性・具体性）。たくさんの人に利用してほしいという商店会の人々の思いの実現を子ども自身が
願い（1.3 解決を望む切実性）、自分達にできる解決の方法として、Webページやアプリケーションの作成
を構想している（1.4 解決の主体としての自主性）。さらに、同様の取り組みを行った成功事例の調査や、
プログラミングのスキルの習得に取り組み、解決策を実装させるための行動をとっている（1.5 解決の実
現可能性）。
　次に、（2）問題解決過程の視点から分析する。本実践で扱う問題は、商店会の人々の私的な問題という
よりも、地域社会にとっての公共的な問題であり、当事者の切実さが子どもに共感的に受け止められてい
る（2.1 問題の共有可能性）。商店会を訪れる人を増やすための手段として、Webページやアプリケーショ
ンの活用を構想し、そのためのスキルの習得という具体的な課題が明確化されている（2.2 具体的手段の
明示性）。また、企業や教室でのプログラミング体験によって、その課題に取り組む機会が確保されてい
る（2.3 行動可能性（到達・操作可能性））。その際、成功事例の調査や、企業訪問等の活動、商店会の人々
のフィードバックの活用が含まれている（2.4 外部知識との連携）。また、「デバッグ（欠陥の発見と修正）」
の学習により、解決策を目的通りに機能させるための方法が学ばれている（2.5 科学的方法の関与）。加え
て、発信する情報としての商店会の魅力が子ども自身の言葉で語られるようになり、地域への愛着が育ま
れている（2.6 情意との関わり）。
　続いて、（3）学習の成果の視点から分析する。子どもは、客足が遠のいているという現状の分析から、
現地にいない人々をターゲットとした、効果的な情報発信を行うための能力を身につけている（3.1 知的
な問題解決能力）。その際、他者（美里町や企業）の協力を得ながら解決に向かう態度、プライバシーや
著作権を慎重に扱う態度を養っている（3.2 実践的態度）。また、商店会に何度も足を運び、その魅力や変
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化を直接に見聞きし、商店会の人々との関わりを深めている（3.3 社会的関係性の変化）。さらに、作成し
たWebページやアプリケーションは、アンケート調査や効果検証による改善が構想されている。問題解決
を目指した成果物は、実社会で活用され、地域振興へのリアルな参画につながっている（3.6 問題解決の
発展性・未来性）。
　以上を整理したものが表 2 である。1.1 ～ 3.6の要因のうち、本実践で析出されたものには○を付してい
る。（1）の観点では、1.2 ～ 1.5の要因が析出された。本実践が扱う問題は、子どもが初めから解決を切実
に望むものではなく、インタビューを通じて子どもが発見した問題である。他者が抱える問題であっても、
当事者の声を直接に聞き取った学習活動によって、解決の切実性や自主性が促されていると考えられる。

（2）の観点では、2.1 ～ 2.6のすべての要因が析出された。Webページやアプリケーションの作成には、専
門的な知識や特定のスキルが必要になる。加えて、発信しようとする情報には正確性や適切性が求められ
る。そのため、2.2 ～ 2.5の要因が生じてくると考えられる。また、2.1と2.6の要因は、（1）の観点の要因、
すなわち、取り組む問題に対する子どもの関心や願いと関連している。問題解決過程は、2.1と2.6を含ん
でいることによって、与えられた課題の遂行にとどまらない、子どもの主体的な追究になっているといえ
る。（3）の観点では、3.1 ～ 3.3及び3.6が析出された。プログラミング体験を活用することにより、問題解
決に資する実践的な知識や能力や態度を身につける機会が確保されている。さらに、得られた学習成果は、
教室内での共有にとどまらず、教室を超えて、地域の抱える問題に直接的・継続的にはたらきかけること
が可能になっている。
　一方、「1.1 子どもの生活上の必要性」「1.6 本質的・構造的問題との連続性」「3.4 生活改善・社会改革」

「3.5 他の事象への適用可能性」の要因は析出されなかった。まず、1.1と3.4が析出されなかったことにつ
いて考察する。1.1は、子ども自身の生活上の不都合な問題としての意識である。3.4は、生活上の不都合
な問題の解決にとどまらない、地域社会全体の改革へのつながりである。これらは、本実践が明らかな生
活上の問題を出発点としないため、該当しないと考えられる。ただし、1.2 ～ 1.5や2.1の要因に支えられる
ことで、地域の問題が子ども自身の問題となって追究されているといえる。一方、1.6と3.5が析出されな
かったことについては、本実践の追究が問題の構造に踏み込んでいないためであると考えられる。1.6は、
問題の背後にある社会構造、例えば、商店会の担い手の高齢化や、大型商業施設の誘致にいたる社会的意
思決定のあり方等といった、より大きな構造の問題との関連である。3.5は、問題の追究を適用した、日常
に浸透している他の問題への気づきである。ここでいう適用は、問題の解決策の別の文脈での応用だけで
なく、同型の問題の発見も含んでいる。本実践で身につけた知識や技能や態度は、商店会の問題を超えて
活用・発揮することが可能であり、部分的には3.5の要因を含んでいると考えられる。しかし、他の問題
の発見には及んでいないため、該当しない。
　以上の分析から得られた示唆を整理する。第一に、予め問題として子どもに意識されている事象でなく
とも、当事者の想いや願いを共感的に理解することを通して、子どもの中に問題が発生する。本実践では、
他者の抱える切実な問題が、子ども自身にとっても放置できない問題へと深められている。
　第二に、本実践での問題解決過程には、地域や専門家の力を借りることの必要性がある。追究する問題
が子ども自身の問題となっているがゆえに、地域への聞き取りや企業訪問は、与えられた課題というより
も、子どもにとって必要なプロセスに位置づいている。
　第三に、プログラミングの活用が、現実社会の問題に直接にアクションを起こすツールとして有効には
たらいている。プログラミングでの記号操作は、汎用的な問題の解決には有効であるが、問題が生じてい
る具体的な状況や文脈から切り離されがちである。しかし本実践は、当事者が抱える想いや問題を直接に
聞き取った上で解決策が創造され、さらに、創造された解決策を現実の文脈で運用することが可能となっ
ている。この点で、本実践で展開されたプログラミング教育は、教室に閉じた学びではなく、社会に開か
れた学びであるといえる。
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第5章　結論と提案

　本稿は、プログラミング教育における問題解決学習の可能性を明らかにすることを目的とした。今日の
プログラミング教育の方向性と、初志の会の問題解決学習における問題の整理をふまえ、実社会の問題解
決のためにプログラミングを取り入れた実践事例の分析を行った。その結果、プログラミング教育におい
ても、問題の当事者との関わりや具体的な問題状況の把握を出発点とすることによって、子どもの中に解
決を願う問題が生まれ、自主性・切実性をもってその解決に取り組める可能性が示された。加えて、プロ
グラミングを学習活動に取り入れることによって、地域の人々や専門家との間に必要性のある関わりが生
まれ、さらに、実社会に影響を及ぼし得る解決策の創造が可能になり、社会に開かれた学びを実現し得る
ことが明らかになった。これらのことが、問題解決学習の視点からの分析によって明確化された。
　このように、プログラミング教育は、問題解決学習の成立要件を部分的に含んで展開することが可能で
ある。特筆すべきは、プログラミングを取り入れたことによって、教室で創造した解決策を、実社会へア
クションを起こすためのツールとして働かせられる点である。ここに、プログラミング教育による新たな
問題解決学習の可能性をみることができる。ただし、プログラミングによって問題を解決させるためには、
実社会の問題を扱う場合であっても、問題を“コンピュータを目的通りに動かすためにどのような命令を
すればよいか”という記号操作の問題として提示する必要がある。つまり、具体的な文脈から切り離して、
問題の解決に取り組ませねばならない。これは、コンピュータを意図した通りに動かすための論理的な思
考、すなわち「プログラミング的思考」の育成のために不可避の過程であり、プログラミング教育の中核
にあたる学習活動といえる。しかし、学習が脱文脈化された問題の解決に収斂してしまえば、プログラミ
ングの体験が実社会とのリアルなつながりのある学びになっているとは言い難い。本稿で分析した事例の
ように、問題とその解決を再文脈化し、未解決性や真正性のある問題解決への接続を志向していくことが
重要である。
　最後に、プログラミング教育における課題を提起したい。先述のように、分析した事例からは、「1.6本
質的・構造的問題との連続性」「3.5 他の事象への適用可能性」の要因は析出されなかった。これは、本事
例に固有の特徴というよりも、プログラミング教育に共通する課題として受け止められるのではないだろ
うか。第 3 章でも述べたように、子どもの中で問題を成立させるためには、テーマや教材の構造に内在す
る問題が分析されることが重要となる。表出している問題を手がかりとして、本質的で構造的な問題を発
掘し、よりよい解決を目指していくことは、民主主義社会の主体にとって重要な資質・能力である。プロ
グラミング教育においては、プログラミング的思考をはたらかせてどのような社会を実現させたいのか
が子どもに展望されることに加えて、問題の対象として何を視野にいれる必要があるのか、それらはどの
ような関係にあるのか、よりよい解決の状態とは何か、という意識が子どもに生まれていることが重要で
ある。上で述べたように、プログラミングは汎用性のある問題解決の方法であるため、価値や文脈を伴う
社会構造の問題を直接的に扱うことは困難である。この限界性を把握した上で、他の教科等での学習と接
続させ、構造を持った総体として問題の解決を教科横断的に追究していくことが、プログラミング教育を

（1）子どもが取り組む問題 （2）問題解決過程 （3）学習の成果
1.1 子どもの生活上の必要性 ○ 2.1 問題の共有可能性 ○ 3.1 知的な問題解決能力

○ 1.2 問題状況の可視性・具体性 ○ 2.2 具体的手段の明示性 ○ 3.2 実践的態度
○ 1.3 解決を望む切実性 ○ 2.3 行動可能性（到達・操作可能性） ○ 3.3 社会的関係性の変化
○ 1.4 解決の主体としての自主性 ○ 2.4 外部知識との連携 3.4 生活改善・社会改革
○ 1.5 解決の実現可能性 ○ 2.5 科学的方法の関与 3.5 他の事象への適用可能性

1.6 本質的・構造的問題との連続性 ○ 2.6 情意との関わり ○ 3.6 問題解決の発展性・未来性

表2　分析事例から析出された要因
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＜主体的・対話的で深い学び＞につなげていくために重要である。
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資料　「小学校を中心としたプログラミング教育ポータル」の実施事例の分類
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